
頁

　　○　自主財源と依存財源 4

令和２年度

当初予算(案)の概要

項 目

Ⅰ　予算の規模 1

2

　１　歳入の状況（一般会計） 2
◎　資料
　　○　市税の状況 3

Ⅱ　令和２年度当初予算の概要

　４　財政健全化への取組 11

　　○　一般財源と特定財源 4
　　○　地方消費税交付金(増収分)を財源とした社会保障経費 5

　２　歳出の状況（一般会計） 7
◎　資料

9

　３　一般財源の状況 10

　　○　歳出の性質別分類 8
　　○　国の補正予算を活用して前倒し措置する事業

　１　特別会計 15

◎　資料
　　○　財政状況の推移 13
　　○　市債残高の推移 14
　　○　積立基金残高の推移 14

Ⅲ　特別会計及び公営企業会計予算 15

　宇　部　市

　（参考）  公営企業会計予算前年度比較 19

◎　資料
　　○　市債・企業債残高の状況 20

別冊Ⅳ　主要な取組

16
　３　下水道事業会計 17
　４　交通事業会計

　令和２年２月

18

　２　水道事業会計





Ⅰ　予算の規模

（単位：千円）

増 減 率

3.4%

区 分 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 増 減 額

一般会計予算規模 68,640,000 66,410,000 2,230,000

一般会計の予算規模は、６８６億４０００万円で、前年度当初予算（６６４億１０００万

円）と比較すると、２２億３０００万円の増（＋３．４％）となっています(国の補正予算活用

分を含む一体的予算はＰ９参照）。

― 本市の財政事情と令和２年度予算編成 ―

市財政の状況は、平成３０年度決算において、市債残高の減少や基金の増加などストック面

での一定の改善がありますが、財政構造の弾力性を判断する経常収支比率（Ｐ１１）が９３．８％

と高まり、また、社会福祉関係経費の増加や人口の減少傾向を考慮すると、今後も厳しい局面

が続くものと予想しています。

こうした中、令和２年度は、「第２期宇部市まち・ひと・しごと創生総合戦略」がスタートする年で

あり、本戦略に掲げた基本目標の達成による地方創生のさらなる充実・強化を図るとともに、希

望あふれる未来へ向け、ＳＤＧｓ未来都市としての本市の持続的な発展に繋げていく重要な年と

なります。

このため、行政の質の向上や広域での都市間連携、実施主体の最適化等を推進するとともに、

主な一般財源が伸び悩む中で、国の地方創生推進交付金等を積極的に活用するなど、「第２期

宇部市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を着実にスタートさせる予算案を編成しました。

この結果、当初予算の規模としては、過去最大となる６８６億４０００万円、地域経済への波及

効果が期待される投資的経費（Ｐ８）は、令和元年度を約１９億円上回る約８９億円を計上する

積極的な予算となっています。

一方で、市債残高（Ｐ１２）は、本庁舎建設工事の本格化による影響もあり、令和元年度末残

高見込から約１８億３００万円増加することとなりますが、本庁舎建設事業債を除くと、令和元年

度末から約１０億７００万円減少させており、将来負担の軽減及び財政運営の持続性に留意し

たところです。

以上のような考えのもと編成した本予算の執行を通して、市民福祉の向上を図るとともに、地

域経済の成長の後押しとなるよう、多様な主体との連携・共創を高めながら、オール宇部市で

「元気都市うべ」の実現を推進していきます。
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Ⅱ　令和２年度当初予算の概要

１　歳入の状況（一般会計）

（単位：千円）

当初予算額 構 成 比 当初予算額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

市 税 24,235,673 35.3% 24,347,982 36.7% △112,309 △0.5%
地 方 譲 与 税 552,000 0.8% 533,300 0.8% 18,700 3.5%
利 子 割 交 付 金 24,000 0.0% 75,000 0.1% △51,000 △68.0%
配 当 割 交 付 金 80,000 0.1% 123,000 0.2% △43,000 △35.0%
株式等譲渡所得割交付金 42,000 0.1% 117,000 0.2% △75,000 △64.1%
法 人 事 業 税 交 付 金 182,000 0.3% 182,000 皆増
地 方 消 費 税 交 付 金 3,420,000 5.0% 3,200,000 4.8% 220,000 6.9%
ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 14,000 0.0% 14,000 0.0% 0 0.0%
自動車取得税交付金 71,000 0.1% △71,000 皆減
環 境 性 能 割 交 付 金 49,000 0.1% 41,000 0.1% 8,000 19.5%
地 方 特 例 交 付 金 127,000 0.2% 494,850 0.7% △367,850 △74.3%
地 方 交 付 税 8,620,000 12.6% 8,280,000 12.5% 340,000 4.1%
交通安全対策特別交付金 18,000 0.0% 21,000 0.0% △3,000 △14.3%
分 担 金 及 び 負 担 金 350,402 0.5% 476,482 0.7% △126,080 △26.5%
使 用 料 及 び 手 数 料 1,810,269 2.6% 1,767,033 2.7% 43,236 2.4%
国 庫 支 出 金 11,708,626 17.1% 11,297,366 17.0% 411,260 3.6%
県 支 出 金 5,066,608 7.4% 4,744,992 7.1% 321,616 6.8%
財 産 収 入 220,927 0.3% 183,506 0.3% 37,421 20.4%
寄 附 金 78,900 0.1% 63,910 0.1% 14,990 23.5%
繰 入 金 2,328,361 3.4% 1,595,137 2.4% 733,224 46.0%
繰 越 金 100,000 0.1% 100,000 0.2% 0 0.0%
諸 収 入 2,097,134 3.1% 2,752,642 4.1% △655,508 △23.8%
市 債 7,515,100 10.9% 6,110,800 9.2% 1,404,300 23.0%

計 68,640,000 100.0% 66,410,000 100.0% 2,230,000 3.4%
（参考）
普 通 交 付 税 8,020,000 11.7% 7,680,000 11.6% 340,000 4.4%
臨 時 財 政 対 策 債 1,916,000 2.8% 2,013,000 3.0% △97,000 △4.8%

計 9,936,000 14.5% 9,693,000 14.6% 243,000 2.5%

款
令和２年度 令和元年度 比　　　　較

【市税】 市民税が雇用情勢の改善による個人所得割の増があるものの、令和元年度に実施され

た税率の引下げの影響による法人税割の減等により、全体で、約１億１２００万円の減（△０．５％）と

なっています。

【地方消費税交付金】 地方消費税率引上げ（消費税率換算で１．７％→２．２％）等の影響により、

２億２０００万円の増（＋６．９％）となっています。

【地方交付税】 国の地方財政計画等による普通交付税の増により、全体で３億４０００万円の増

（＋４．１％）となっています。

【国庫支出金】 個人番号カード交付事業費補助金のほか、中枢中核都市への選定に伴い交付限

度額が拡充される地方創生推進交付金の増等により、約４億１１００万円の増（＋３．６％）となってい

ます。

【繰入金】 庁舎建設基金や退職金基金からの繰入金の増等により、約７億３３００万円の増

（＋４６．０％）となっています。

【諸収入】 宇部市営駐車場事業特別会計決算剰余金収入の皆増があるものの、プレミアム付商品

券販売収入の皆減等により、約６億５６００万円の減（△２３．８％）となっています。

【市債】 体育施設整備事業債が減となるものの、本庁舎建設事業債や防災基盤整備事業債の増

等により、約１４億４００万円の増（＋２３．０％）となっています。
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資 料

○　国の補正予算を活用して前倒し措置する事業

●　令和元年度３月補正予算分（令和２年度当初予算と一体的に編成、実施） (単位：千円）

事業費

6,309

5,200

16,000

546,921

　合　計　 574,430

●　国の補正予算活用分を含む一般会計予算規模

(単位：千円）

令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

69,214,430 68,127,867 1,086,563 1.6%

68,640,000 66,410,000 2,230,000 3.4%

574,430 1,717,867 △ 1,143,437 △66.6%

区　　　分

事 業 名 事 業 概 要

個人番号カード交付事務経費
地方公共団体情報システム機構（J－LIS)への通知カード、
個人番号カード関連事務の委任

ほ場整備事業費
万倉西奥地区における県営ほ場整備事業(区画整理工および
暗渠排水工）に係る負担金

地籍調査経費 小野地区における地籍調査(調査面積０．５９㎢）

新時代の学びを支える先端
技術の活用推進事業費

ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けた児童・生徒１人１台
端末の整備および高速大容量の通信ネットワーク整備(タブ
レット２５６３台、校内ＬＡＮ整備全３６校）

　国の補正予算（安心と成長の未来を拓く総合経済対策）を活用し、令和元年度３月補正で前倒
し措置するＧＩＧＡスクール構想関連の経費など、実質的に令和２年度当初予算と一体的に実施
する予算の規模は、約６９２億１４００万円で、前年度と比較して約１０億８７００万円の増
（＋１．６％）となっています。

一般会計予算規模

当初予算

前年度補正措置分※

※　当初予算と一体的に編成した、国補正予算を活用した令和元年度３月（平成３０年度１２月及び３月）
※での補正措置分

- 9 -















２　水道事業会計

〔概要〕

〔収益的収支及び資本的収支〕

収益的収支 資本的収支

予算額（千円） 予算額（千円）

料金収入 3,714,046 企業債 750,000

その他収入 445,921 工事負担金 114,134

収 入 計 4,159,967 他会計補助金 94,912

職員給与費 1,048,446 収 入 計 959,046

受水費 147,717 原浄水施設費 73,700

補修費等 170,272 配水施設費 1,372,098

減価償却費 1,135,800 その他建設改良費 147,280

支払利息 98,785 企業債償還金 909,280

その他支出 1,050,429 支 出 計 2,502,358

支 出 計 3,651,449 △ 1,543,312

508,518

△ 144,659

363,859

300,000

1,386,665

差　　　引

消費税及び地方消費税

当年度純利益
（△は当年度純損失）

その他未処分利益剰余金変動額

未処分利益剰余金
（△は未処理欠損金）

項　　目 項　　目

収
　
入

収
　
入

支
　
出

支
　
出

差　　　引

令和２年度水道事業会計予算は、業務の予定量として、給水戸数 72,413 戸、年間給水量 19,569

千ｍ3 を見込み、これらに必要な諸経費及び料金収入等を計上しました。 

まず、収益的収支ですが、水道事業収益の 4,159,967 千円から消費税及び地方消費税分 356,825

千円を控除し、水道事業費用の 3,651,449 千円から消費税及び地方消費税分 212,166 千円を控除し

た結果、当年度純利益は 363,859 千円となります。 

次に、資本的収支ですが、主な事業としては、広瀬浄水場の薬品注入設備更新事業や、耐震診

断結果を踏まえた配水池等の耐震補強事業、配水管の耐震化を図る管路更新事業などの建設改良

費を計上しました。 

収入においては、これら支出に対応する財源として、企業債、工事負担金等を計上しました。 

その結果、資本的収入 959,046 千円、資本的支出 2,502,358 千円となり、差引 1,543,312 千円の財

源不足となる見込みですが、これは、損益勘定留保資金等で補てんすることとしました。 

資本的収支差引不足額は、損益勘定留保資金等

で補てんします。 
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